
生活保護等社会的弱者への対応について

平成１７年５月３０日



生活保護制度の概要

②対象者 ○資産、能力等すべてを活用した上でも、生活に困窮する者。
※ 各種の社会保障施策による支援、不動産等の資産、扶養義務者による扶養、稼働能力等の活用が保護実施の前提。

○困窮に至った理由を問わない。

③保護の内容 ○保護は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及び葬祭扶助から構成。
※ 医療扶助及び介護扶助は、医療機関等に委託して行う現物給付が原則。それ以外は金銭給付が原則。

○各扶助により、健康で文化的な生活水準を維持することができる最低限度の生活を保障。扶助の基準は、厚生
労働大臣が設定。

④保護の実施機関 ○都道府県知事及び市町村長により設置される福祉事務所の長。

⑤保護受給に至る手続き

《申請による場合》

事前の相談 保護の申請 保護費の支給

医療機関への入
院、保護施設等へ
の入所

・生活保護制度の説明
・生活福祉資金、障害
者施策等各種の社会
保障施策活用の可否
の検討

・預貯金、保険、不動産等の資産
調査

・扶養義務者による扶養の可否
の調査

・年金等の社会保障給付、就労
収入等の調査

・就労の可能性の調査

122,960158,650母子世帯（３０歳、９歳、３歳）

94,500121,940高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳）

62,64080,820高齢者単身世帯（６８歳）

125,690162,170標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳）

地方郡部等東京都区部等

平成１６年度
生活扶助基準の例

①目的 ○生活に現に困窮している国民に、その困窮の程度に応じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、
その自立の助長を図ること。

単位：円
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⑥保護の要否の判定と支給される保護費

○厚生労働大臣が定める基準で測定される最低生活費と収入を比較して、収入が最低生活費に満たない場合に保護を適用。
最低生活費から収入を差し引いた差額を保護費として支給。
※ 収入：就労による収入、年金等社会保障の給付、親族による援助、交通事故の補償等を認定。

⑦保護適用後の調査及び指導 ○世帯の実態に応じ、年２～１２回の訪問調査
○収入・資産等の届出を義務付け、定期的に課税台帳との照合を実施。
○就労の可能性のある者への就労指導。

《職権による場合》

事前の相談 保護の申請
医療機関への
入院、保護施
設への入所

事後の要否判定

・預貯金、保険、不動産等の資産
調査

・扶養義務者による扶養の可否
の調査

・年金等の社会保障給付、就労
収入等の調査

最 低 生 活 費

収 入

収 入 保護費

保護が適用されないケース

保護が適用されるケース

○収入としては、上記のほか預貯金、保険の払戻し金、不動産等の資産の売却収入等も認定するため、これらを使い尽く
した後に、初めて保護適用となる。

○日常生活に必要不可欠な資産については、収入として認定しない。
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最低生活費の算出方法

25,51026,52028,30029,43031,12032,34070 ～

27,98029,60031,23032,85034,48036,10060 ～ 69

29,59031,31033,03034,74036,46038,18041 ～ 59

30,98032,78034,57036,37038,17039,37020 ～ 40

32,56034,44036,34038,23040,12042,01018 ～ 19

36,67038,79040,92043,05045,18047,31015 ～ 17

34,11036,09038,07040,05042,03044,01012 ～ 14

28,25029,89031,53033,17034,81036,4509 ～ 11

24,82026,26027,71029,15030,59032,0306 ～ 8

20,89022,10023,31024,52025,74026,9503 ～ 5

16,89017,87018,85019,83020,81021,7901 ～ 2

11,60012,28012,95013,62014,30014,7900

3級地-23級地-12級地-22級地-11級地-21級地-1

３級地２級地１級地
年 齢

3,0803,4203,76070 歳 の 者

800870940
３人以上の児童１
人につき加える額

21,63023,36025,100児童２人の場合

20,02021,64023,260児童１人の場合
母
（
父
）
子
世
帯

15,40016,65017,890
身体障害者障害程
度等級表の３級に
該当する者等

23,10024,97026,850
身体障害者障害程
度等級表の1・2級
に該当する者等障

害
者

5,9406,6007,25069、60歳の病弱者

円
7,920

円
8,800

円
9,670

71 歳以上の者

老
人

３級地２級地１級地

加算額
加算の対象

360360400400440440
５人以上１人を増す
ごとに加算する額

44,93047,54050,15052,76055,37057,980４人

41,30043,70046,10048,49050,89053,290３人

37,25039,42041,58043,74045,91048,070２人

33,66035,61037,57039,52041,48043,430１人

3級地-23級地-12級地-22級地-11級地-21級地-1

３級地２級地１級地
人員

8,000
円以内

３
級
地

13,000
円以内

２
級
地

13,000
円以内

１
級
地

実
際
に
支
払
っ
て

い
る
家
賃
・
地
代

④住宅扶助
基 準

円
4,180

中
学
生

円
2,150

小
学
生

基準額
区
分

⑤教育扶助
基 準

居
宅
介
護
等
に
か
か
っ

た
介
護
費
の
平
均
月
額

⑥介護扶
助基準

診
療
等
に
か
か
っ
た
医

療
費
の
平
均
月
額

⑦ 医療扶
助基準

① 生活扶助基準（第１類費（食料費等））基準額

② 生活扶助基準（第2類費（光熱、ガス、水道等）基準額

最低生活費の算出方法（平成１６年度）
最低生活費の算出方法（平成１６年度）

③ 加算額

最低生活費認定額

（単位：円）

（単位：円）

このほか、出産、葬祭など
がある場合は、それらの経
費の一定額がさらに加えら
れる。

こ
の
ほ
か
必
要
に
応
じ
教
材
費

な
ど
の
実
費
が
計
上
さ
れ
る
。

地
域
に
よ
り
こ
の
額
以
上

の
特
別
の
額
が
認
め
ら
れ

る
場
合
が
あ
る
。

出典：「保護のてびき（平成１６年度版）」-３-



（単位：円）

１、２級地 ３級地

基準額 １．３倍額 ７人世帯基準 基準額 １．３倍額 ７人世帯基準

1 北 海 道 28,000 37,000 45,000 24,000 31,000 37,000

2 青 森 県 31,000 40,300 48,400 23,100 31,000 37,000

3 岩 手 県 31,000 40,000 48,000 25,000 33,000 39,000

4 宮 城 県 35,000 45,100 55,000 28,000 37,000 45,000

5 秋 田 県 － － － 28,000 37,000 45,000

6 山 形 県 31,000 40,000 48,000 28,000 37,000 45,000

7 福 島 県 31,000 41,000 49,000 29,000 38,000 45,000

8 茨 城 県 35,400 46,000 55,000 35,400 46,000 55,200

9 栃 木 県 32,200 41,800 50,200 32,200 41,800 50,200

10 群 馬 県 34,200 44,500 53,400 30,700 39,900 47,900

11 埼 玉 県 47,700 62,000 74,400 41,500 53,900 64,700

12 千 葉 県 46,000 59,800 71,800 37,200 48,400 58,100

13 東 京 都 53,700 69,800 83,800 40,900 53,200 63,800

14 神奈 川県 46,000 59,800 71,800 43,100 56,000 67,200

15 新 潟 県 31,800 41,000 49,700 28,000 36,400 43,700

16 富 山 県 30,800 40,000 47,000 21,300 27,700 33,200

17 石 川 県 33,100 43,000 51,600 30,800 40,100 48,100

18 福 井 県 32,000 41,000 50,000 24,600 32,000 38,400

19 山 梨 県 28,400 36,900 44,300 28,400 36,900 44,300

20 長 野 県 37,600 48,900 58,700 31,800 41,300 49,600

21 岐 阜 県 32,200 41,800 50,200 29,000 37,700 45,200

22 静 岡 県 37,000 48,300 58,000 37,200 48,300 58,000

23 愛 知 県 37,700 48,100 57,700 35,800 46,600 56,000

24 三 重 県 35,200 45,800 55,000 33,400 43,400 52,100

25 滋 賀 県 41,000 53,000 63,000 39,000 50,700 60,800

26 京 都 府 41,000 53,000 64,000 38,200 49,700 59,600

27 大 阪 府 42,000 55,000 65,000 30,800 40,000 48,000

（単位：円）

１、２級地 ３級地

基準額 １．３倍額 ７人世帯基準 基準額 １．３倍額 ７人世帯基準

28 兵 庫 県 42,500 55,300 66,400 32,300 42,000 50,400

29 奈 良 県 40,000 52,000 63,000 35,700 46,000 55,000

30 和歌 山県 － － － 29,800 38,800 46,600

31 鳥 取 県 36,000 46,000 56,000 34,000 44,000 53,000

32 島 根 県 35,000 46,000 55,000 28,200 37,000 44,000

33 岡 山 県 34,800 45,200 54,200 30,000 40,000 48,000

34 広 島 県 35,000 46,000 55,000 33,000 43,000 52,000

35 山 口 県 31,000 40,000 49,000 28,200 37,000 45,000

36 徳 島 県 29,000 38,000 45,000 27,000 35,000 43,000

37 香 川 県 － － － 33,000 43,000 51,000

38 愛 媛 県 － － － 27,000 35,000 43,000

39 高 知 県 － － － 25,100 33,000 40,000

40 福 岡 県 31,600 41,100 49,300 26,500 34,400 41,300

41 佐 賀 県 30,300 39,400 47,300 28,200 37,000 44,000

42 長 崎 県 29,000 37,600 45,100 28,000 36,400 44,000

43 熊 本 県 30,200 39,200 47,000 26,200 34,100 41,000

44 大 分 県 27,500 35,700 42,800 26,600 34,600 41,500

45 宮 崎 県 － － － 23,000 29,700 35,600

46 鹿児 島県 － － － 24,200 31,500 38,000

47 沖 縄 県 32,000 41,800 50,000 30,800 40,000 48,000

住宅扶助特別基準額（平成１６年度）
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（
万
世
帯

）

生活保護に係る動向

注）構成比は、被保護世帯総数に対する各扶助別世帯数の割合である。
資料：福祉行政報告例

被保護世帯
総 数

869,637世帯

生
活
扶
助

住
宅
扶
助

教
育

扶
助

医
療
扶
助

748,553世帯
（86.1％）

659,143世帯
（75.8％）

72,560世帯
（8.3％）

775,570世帯
（89.2％）

100％

50

0

資料：被保護者全国一斉調査（平成１４年７月１日現在）

昭和35年
（574,350世帯）

37.1 37.11.2 24.6

45年
（629,220世帯）

30.3 38.85.5 25.4

55年
（721,600世帯）

24.2 43.213.6 19.0

60年
（761,000世帯）

15.4 51.215.3 18.1

平成5年
（565,640世帯）

10.1 55.517.8 16.6

10年
（630,830世帯）

8.2 55.320.9 15.5

14年
（838,550世帯）

9.1 55.521.6 13.7

持 家 借家・借間公営 その他

扶助別被保護者世帯数（14年度1ヶ月平均）扶助別被保護者世帯数（14年度1ヶ月平均） 住居の種類別被保護世帯の構成比の推移（単位：％）住居の種類別被保護世帯の構成比の推移（単位：％）

被保護世帯数、被保護
人員の年次推移

被保護世帯数、被保護
人員の年次推移

被保護人員

被保護世帯数

資料：福祉行政報告例

181,240世帯-５-



世帯類型別被保護世帯数の構成比の推移（単位：％）世帯類型別被保護世帯数の構成比の推移（単位：％） 世帯人員別世帯数の構成比の推移（単位：％）世帯人員別世帯数の構成比の推移（単位：％）

35年

35.1

12.9

13.0

10.7

14.6

13.7

45年

50.0

8.7

11.9

4.9

20.8

3.7

55年

55.7

7.2

11.2

3.3

20.3

2.4

2年

64.7

4.4

8.9

1.7

19.3

0.9

12年

73.5

5.6

0.9

16.8

0.5

2.6

14年

23.5

19.8

6.9

27.5

4.9

17.4

14年

73.5

5.7

0.9

16.9

0.5

2.6

被保護世帯 一般世帯

46年度

30.7

50年度 7年度 12年度 14年度55年度 60年度 2年度

9.9

40.9

18.6

31.4

10.0

45.8

12.9

30.3

12.8

46.0

10.9

31.2

14.6

44.8

9.3

37.2

11.7

42.9

8.1

42.3

8.7

42.0

6.9

45.5

10.2

28.5

7.4

46.3

26.7

10.0

8.3

8.4 8.6

１人

2人

4人

5人

6人以上

3人障害者世帯

傷病者世帯

その他世帯

傷
病
・
障
害
者
世
帯 母子世帯

高齢者世帯

資料：福祉行政報告例 資料：被保護者全国一斉調査、国民生活基礎調査
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資料：被保護者全国一斉調査（平成１４年７月１日現在）
総務省「人口推計年報」

昭和４０年

平成１５年

昭和４０年

平成１５年

0～5 20～396～19 40～49

年齢階級別一般人口及び被保護人員の構成比
（単位：％）

年齢階級別一般人口及び被保護人員の構成比
（単位：％）

労働力類型別被保護世帯数の構成比（単位：％）労働力類型別被保護世帯数の構成比（単位：％）

昭和35

44.8

平成2 平成12 平成14昭和45 昭和55

55.2

稼
働
世
帯

非
稼
働
世
帯

8.2 32.9 17.0 13.5 10.0 10.0 8.4

3.4 13.5 9.2 8.1 16.9 22.7 26.0

9.9 26.7 33.7 3.711.1 8.9 6.0

5.5 14.0 27.5 12.312.4 15.0 13.2

被
保
護
人
員

一
般
人
口

50～59 60～69 70～

(歳)

66.4

33.6

78.4

21.6

81.2

18.8

88.0

12.0

88.1

11.9

資料：福祉行政報告例

（年度）
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平成27年
（2015年）

平成12年
（2000年）

689
（15%）

1,505
（32%） 4,678万世帯

5,048万世帯

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2003年10 月推計）」
　　　　 国勢調査より国土交通省推計

高齢者単身・夫婦世帯

1,180
（23%）

2,087
（41%）

高齢者を含む世帯

高齢者のいる世帯が増加。特に高齢者単身・夫婦世
帯が急増。

高齢者世帯の将来推計

15.0％（持家：17.6％ 借家：9.3％）段差のない室内

10.6％（持家：12.9％ 借家：5.6％）
廊下等が車椅子で
通行可能

27.9％（持家：34.1％ 借家：14.3％）どれか一つでも対応

3.4％（持家：4.3％ 借家：1.5％）３つ全てに対応

72.1％（持家：65.9％ 借家：85.7％）いずれも備えていない

16.2％（持家：21.1％ 借家：5.4％）手すり（２箇所以上）
高齢者
のため
の設備
等

資料：平成15年住宅需要実態調査

バリアフリー化に対応できていない住宅が多い。

住宅のバリアフリー化の状況

出典：平成１０年・１５年住宅・土地統計調査

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

公団・公社の借家

公営の借家

民営借家

持ち家

全住宅

平成１０年度

平成１５年度

「公営の借家」、「公団、公社の借家」におい
ては、高 齢の単身者の割合が多く、近年増

加が著しい。

※公営の借家：公営住宅法に基づく公営住宅以外に
都道府県、市町村、特別区の所有又
は管理する賃貸住宅を含む。

住宅別６５歳以上の単身入居者の状
況

社会的弱者への対応 ～高齢者～
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障害者数は増加傾向。また、障害者の居住場所は、在宅が９割、施設・病院が１割。

資料：障害者の生活実態（平成10年度東京都社会福祉基礎調査） ※東京都全体については、平成10年住宅・土地統計調査（総務庁統計局）

（0.6％）
2.9％9.9％2.4％施設

（41.5％）40.7％58.5％59.5％持ち家

（41.6％）
1.7％
25.9％

3.2％
8.6％

3.2％
13.5％

民間賃貸

一戸建

アパート・マンション等

（9.1％）20.4％16.9％18.4％公営・公団・公社

1.1％

1.8％

知的障害者

1.6％

1.2％

身体障害者

6.7％

0.5％

精神障害者

その他

（4.9％）社宅など

東京都全体※

障害者の居住場所（東京都）

障害者は、公的賃貸住宅に居住する割合が相対的に高い。

１３３３（４１（Ｈ８）⇒）４６（Ｈ１２）知的障害者（児）

３５２２４（２０４（Ｈ１１）⇒）２５８（Ｈ１４）精神障害者

６５６

（３１８（Ｈ８）⇒）３５２（Ｈ１３）

総数

５９０

３３３

在宅

６７合計

１９身体障害者（児）

施設（入院）

資料：厚生労働省「身体障害者・児実態調査」（平成13年）、「社会福祉施設等調査」（平成12年）、
「知的障害者（児）基礎調査」、「患者調査」（平成14年）等

障害者の数及び居住場所 （万人）

【参考】

社会的弱者への対応 ～障害者～

-９-



ＤＶ被害者の数は年々増加。都内某施設入所者の退所後の移動先の例を見ると、住宅（アパー
ト）を確保した者は２割しかいない一方で、住込みと福祉施設の合計が４割を占めている。

519
609

1212

1444

1666 1718

0
200

400
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800

1000

1200
1400
1600

1800
2000

H10年 H11年 H12年 H13年 H14年 H15年

被
害
者
数

配偶者からの暴力の検挙状況の推移

出典：警察庁資料

（件）

都内某施設（婦人保護施設）における５年間
の退所者の移動先（ＤＶ被害者以外の者も含む。）

福祉施設※

住込み

アパート
その他

帰郷

帰宅

36
15.9%

10
4.4%

43
18.9%

81
35.7%

47
20.1%

10
4.4%

（都内施設の5年間の退所者の異動先の事例、DV被害者以外を含む）

（※女性相談センター、母子生活支援施設、更正施設、老人施設、生活保護施設）

出典：都内婦人保護施設資料

（※女性相談センター、母子生活支援施設、更正施設、老人施設、生活
保護施設）

-１０-

社会的弱者への対応 ～ＤＶ被害者～



ホームレスの数は増加傾向。施設退所後に自立して住宅を確保した者は３割以下にとどまっ
ている。

出典：厚生労働省調査

注：各年の調査対象地域が異なるため
一概

に比較はできない。

就労自立し
住宅確保

28%

就労自立し
住込み

18%

入院
2%

途中退所等
36%

福祉での対応
（生活保護施
設、アパート）

16%

（東京都の「自立支援センター」の退所後の移動先　平成14年1月）

※東京都の「自立支援センター」は、自立の意思がある者が
　入所し生活指導、就労支援等を受ける施設で、原則2ヶ月入所。

東京都の「自立支援センター」の退所
後の移動先（平成14年１月）

出典：東京都資料

（人）

16247

20451

24090
25296

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

H11.3 H11.10 H13.9 H15.2

調査時期

（※各年の調査対象地域が異なるため一概に比較は
出来ない）

全国のホームレス数の推移

（人）
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社会的弱者への対応 ～ホームレス～



世帯数の推移

633.7
718.1

849.2
789.9

954.9

1225.4

167.3 173.3 157.3 163.4 173.8
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1400

昭和５３年 ５８年 ６３年 平成５年 １０年 １５年

（千世帯）

母子世帯 父子世帯

出典：厚生労働省「全国母子世帯等調査」

父子世帯数は横ばいだが、母子世帯数は増加傾向。

母子世帯の２５．６％、父子世帯の２４．２％が、同居や間借り等をしている。

母子・父子世帯の居住状況

20.6

57.7

19.1

6.0

31.9

10.4

25.6

24.21.6

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

母子世帯

父子世帯

持家 公営住宅 公社・公団住宅 民間借家 その他（同居、間借り）

出典：厚生労働省「平成１５年度全国母子世帯等調査」

母子世帯
（122.5万世帯）

父子世帯
（17.4万世帯）
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社会的弱者への対応 ～母子・父子世帯～


